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総合評価  
十分な成果が得られたと評価する。 
本プロジェクトは、身体的、心理的、公共空間の運用の観点から移動困難者の障壁を整理

し、公共空間マネジメントの枠組みを構築するものである。移動困難者の社会参加を促進す
る回遊支援技術の実証から事業構想まで進め、SDGs の理念に沿った成果を上げた。他地域
展開や社会実装の道筋も整理されている。社会的課題に意義深くアプローチし、新しい技
術・組織的試みを行った点を評価する。 
今後は、当事者参画の経過共有やワークショップ成果集約、どのようなソリューションを

提供するかの焦点が必要。技術実証から社会実装への展開は、行政や企業との連携が鍵とな
る。配送ロボットなど新技術との連携を視野に入れ、心理的バリアを解消するため、社会文
化の醸成や情報発信の強化し、多くの関係者が協働・連携するプラットフォームが構築され
ることを期待する。 
 
項目評価  
１．目的・目標の妥当性  
目的・目標は十分に妥当であったと評価する。 
本プロジェクトは、身体的・心理的バリア、および公共空間運用が移動困難者の参加を阻

む要因を整理し、これらを統合的に扱う公共空間マネジメントの枠組みを形成するもので
ある。研究ではデジタルツインや AI カメラによる空間分析を利用して移動行動・心理分析
などを行い、具体的な成果が得られ、回遊ルート提示システムの可能性試験で移動行動向上
が確認され、心理的バリアの分析も成功した。福岡市天神地区では再開発を視野に実装知見
が蓄積された。これらの成果をもとに、物理的・心理的バリアを超えた都市スケールの包摂
的社会参加シナリオが構築された。 
今後は、目標達成度に関する定量的データの拡充や、公共空間リデザインでの実践的な土

台形成が重要な課題であるが、研究のプロセスデザインは明確であり、移動困難者の社会参
加を推進する公共空間実現に向けた成果の活用・実装が進められるものと期待する。 



 
２．今後の計画および展望 
プロジェクト終了後の事業構想は、概ね描けていると評価する。 
今後の計画として、移動困難者の支援技術を活用し、ツーリズム分野での社会実装と他地

域展開を目指す計画が具体化され、実施に向けた準備が整えられた。運営会社設立などの計
画が示され、全国や海外展開も視野に複数の都市を観光・モビリティのモデルとする構想も
策定された。シナリオ段階を終えて、具体化されたストーリーや拡張モデルが整理されるな
か、移動弱者の社会参加拡張の視点に立脚した事業構想が、SDGsの最終目標に沿った形で
描かれていると評価する。 
一方で、ロードマップの具体的なタイムラインや運営体制はまだ確立に至っていない。非

日常的なツーリズムへの活用は別次元での挑戦となるため、生活圏からの転換についてさ
らなる検討が必要であり、理論的な整理を期待する。観光都市への偏りが一部見られ、費用
負担者のベネフィットやビジネスモデルの位置づけの確認も必要となる。観光へ焦点を当
てるが、並行して日常生活でも期待できるインフラとして進展させることを期待する。 
 
３．計画・実施体制等の妥当性 
プロジェクトの運営・活動状況は十分に妥当だったと評価する。 
本プロジェクトは、移動困難者の社会参加を促進する公共空間創成と適切なマネジメン

トを目指し、多様なステークホルダーと積極的な連携を行っている。当事者、民間企業、福
岡地域戦略推進協議会（FDC）と協力した実施体制は妥当と評価する。研究代表者と協働実
施者が主導し、学術や行政と横断的に連携、多岐にわたる実施項目についても当事者を中心
とした多様なステークホルダーとともに丁寧に議論やワークショップを重ね、障がい者や
高齢者との合意形成を推進した。今後は、ステークホルダー間でのプロジェクトの進行や目
標設定のブラッシュアップに対応した情報共有方法の検討、ワークショップからフィード
バックされた成果のさらなる活用を期待する。様々な技術実証プロセスから取組が拡張し
た、他地域展開に向けた技術基盤開発や「思いやり経験値」などの実装化、標準化に向けた
技術ツール開発をさらに進める枠組み構築を期待する。 
 
４．その他 
なし 


